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Ⅰ 定住自立圏及び市町村の名称               

 

１ 定住自立圏の名称  

    徳島東部地域定住自立圏 

 

 

２ 圏域を形成する市町村の名称  

    徳島市（中心市）、小松島市、勝浦町、上勝町、佐那河内村、石井町、  

    神山町、松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

板野町 

松茂町 

上勝町 

勝浦町 

小松島市 
神山町 佐那河内村

徳島市 
石井町 

北島町 

藍住町 

徳島県 

上板町 
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Ⅱ 定住自立圏の将来像                   

 

１ 圏域の状況  

徳島東部圏域は、豊かな水や緑などの自然に恵まれ、阿波おどりに代

表される魅力的な伝統文化を育みながら、藍産業の興隆による全国的に

も有数の商業地域として進展し、阿波の政治・経済の中心として栄えて

きました。 

近年では、本州四国連絡道路開通に伴い、近畿圏との交流が活発化す

るとともに、四国縦貫自動車道、四国横断自動車道、徳島阿波おどり空

港及び重要港湾である徳島小松島港などの広域交通体系の整備により、

四国と近畿、中国地方との人、物、情報の結節点としての役割を担い、

また、圏域の中心市である徳島市は、経済や雇用、医療、福祉、教育、

交通などの都市機能が集積しているなど、広域的な生活圏の拠点都市と

しての役割を担っています。 

このように、同圏域は、歴史、文化をはじめ、住民の日常生活や経済

分野など多くの面で結びつきを強めながら発展してきましたが、一方で、

若者などを中心に都市圏への人口流出に歯止めがかからず、少子化の進

行ともあいまって、人口減少が加速される状況に陥っています。こうし

た状況が続くと、地域の活力が失われ、雇用の場や生活関連サービスの

水準を維持していくことも困難になることが予想され、その対策が求め

られています。 

【通勤・通学の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ：総 務 省 「平 成 17年 国 勢 調 査 」   

 

 

 

 

徳島市 

上勝町 8.3％ 勝浦町 24.7％ 

小松島市 31.8％ 

神山町 29.7％ 

石井町 42.3％ 

上板町 27.6％ 

板野町 27.1％ 

松茂町 33.2％ 

藍住町 38.0％ 北島町 43.5％ 

佐那河内村 52.8％ 
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  【総人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 圏域の将来像  

わが国においては、本格的な人口減少社会が到来しており、今後の少

子高齢化、人口減少の進行に向けた対応は喫緊の課題となっています。 

このような中、最も住民に近く、生活に密着した市町村においては、

地域の実情に即した地域の特性を生かした魅力あるまちづくりを進め、

大都市圏への人口流出を食い止め、地方圏への人の流れを創出するとと

もに、誰もが安心して暮らし続けられる持続可能な地域社会をつくらな

ければなりません。 

今後のまちづくりを考えるに当たっては、これまでのように全ての市

町村においてフルセットで生活機能を整備するには限界があります。地

域の持つ固有の資源を有機的に結びつけ、「選択と集中」「集約とネッ

トワーク」の考え方に基づき、それぞれの地域が知恵を出し合い、互い

に連携・協力することにより、必要な都市機能の集約的な整備や生活機

能の確保を図っていく必要があります。 

 

（単位：人）

平成２年 平成12年 平成22年 平成32年 平成42年

263,356 268,218 264,764 252,657 233,681
－ (101.8%) (100.5%) (95.9%) (88.7%)
43,188 43,078 40,630 37,481 33,288
－ (99.7%) (94.1%) (86.8%) (77.1%)
7,267 6,736 5,766 4,948 4,080

－ (92.7%) (79.3%) (68.1%) (56.1%)
2,450 2,124 1,784 1,439 1,136

－ (86.7%) (72.8%) (58.7%) (46.4%)
3,467 3,016 2,591 2,134 1,722

－ (87.0%) (74.7%) (61.6%) (49.7%)
25,207 26,023 25,965 24,452 22,560
－ (103.2%) (103.0%) (97.0%) (89.5%)
9,468 7,798 6,042 4,719 3,553

－ (82.4%) (63.8%) (49.8%) (37.5%)
12,096 14,267 15,078 15,396 15,043
－ (117.9%) (124.7%) (127.3%) (124.4%)
18,986 19,823 21,662 21,114 20,419
－ (104.4%) (114.1%) (111.2%) (107.5%)
25,674 30,368 33,336 34,739 34,674
－ (118.3%) (129.8%) (135.3%) (135.1%)
13,785 14,637 14,245 13,409 12,279
－ (106.2%) (103.3%) (97.3%) (89.1%)
12,546 12,952 12,735 12,549 11,742
－ (103.2%) (101.5%) (100.0%) (93.6%)

437,490 449,040 444,598 425,037 394,177
－ (102.6%) (101.6%) (97.2%) (90.1%)

徳島県に占める割合 52.6% 54.5% 56.6% 58.2% 59.8%

831,598 824,108 785,873 730,111 659,489
－ (99.1%) (94.5%) (87.8%) (79.3%)

徳島県

出典：実績は総務省「国勢調査」（各年10月１日現在）※平成22年は、徳島県集計の結果速数値
推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（平成20年12月推計）
（ ）内は平成２年を基準とした増減率

上勝町

佐那河内村

石井町

神山町

松茂町

北島町

実 績 推 計

藍住町

板野町

上板町

圏域合計

区 分

徳島市

小松島市

勝浦町
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    こうしたことから、国が掲げる新たな地域振興策である「定住自立圏

構想」により、徳島東部圏域の市町村の協力関係を一層強め、人的、産

業面などの交流を活発化させながら、地域を担う人材の育成や活力あふ

れる地域づくりなど、圏域の将来につながる各種施策を重点的に取り組

んでいくことで、みんなが安心して暮らし続けたいと思える魅力ある圏

域の創造を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市町村の役割分担  

徳島市は、中心市として周辺市町村の実情も十分に踏まえた上でリー

ダーシップを発揮し、互いに連携・協力しながら、圏域全体の暮らしに

必要な都市機能の確保や、全体的なマネジメントによるさまざまな振興

策を実施し、圏域全体の活性化と魅力ある地域の形成を図っていきます。 

一方、周辺市町村は、中心市や近隣自治体とさまざまな都市機能等を

相互に補完し、連携・協力しながら、生活機能の確保や充実に努めると

ともに、自然環境の保全や、歴史や文化の保持向上を図るなど、その地

域ならではの振興策に取り組みながら、それぞれの役割を担うものとし

ます。 

Ⅲ 定住自立圏共生ビジョンの期間              

   平成２３年度から平成２７年度までの５年間とし、毎年度所要の変更を

行うものとします。 

ひと をつく り ・ 地域を興し ・ 未来につなぐ  

みん な で 暮ら し 続け る 魅力あ る 共創交流 圏 

 
 
●地域医療の連携 

●子育て環境の充実 

●公共施設の広域利用 

●圏域内の観光資源を生かした 

観光開発、観光誘致 

●地域特産品を生かしたブランド 

化及び地産地消の推進 

●地域資源や企業等の技術を活用 

した産業の育成 

●圏域内への企業誘致の推進 

●中心市街地の都市機能の充実 

●鳥獣害対策の推進 

●環境保全活動の推進 

生活機能の強化 
 
 
●圏域内外を結ぶ道路網の整備 

促進等の連携 

●文化・スポーツ交流の推進 

●就農支援体制の連携強化 

●移住・長期滞在の推進 

●情報システムの共同研究 

結びつきやﾈｯﾄﾜｰｸの強化 
 
 
●圏域内市町村職員の人材育成 

●外部からの人材の確保 

●圏域内市町村の行政運営機能 

の強化 

●地域づくり活動の育成・支援 

圏域ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力の強化 
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１ 生活機能の強化に係る政策分野  

 

⑴ 医療 

本圏域の中心部には、徳島県の医療拠点となる徳島大学病院をはじめ高度先進

的な医療機関が立地している一方で、山間地域においては医療機関が少なく、高

度医療を受ける機会の確保は困難な状況にあります。 

このため、徳島市民病院が圏域の中核的病院としての役割を果たすため、地域

医療機関との適切な役割分担と連携を推進しながら、圏域の医療環境の充実に努

めます。 

 

① 地域医療の連携 

   【協定の内容】 

取組の内容 

徳島市民病院を核とした医療施設の機能分化と連携強化を推

進することで、圏域内の医療資源を有効に活用し、地域医療体

制の充実・強化を図る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

徳島市民病院及び乙並びに連携市町村の区域内の医療機関と

の連携を強化し、徳島市民病院において紹介患者に対する医療

の提供や医療機器等の利用、医療従事者に対する研修を実施す

る。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

国民健康保険勝浦病院及び（国民健康保険上勝町診療所及び

国民健康保険上勝町福原診療所並びに）徳島市民病院との連携

を強化し、徳島市民病院に対する患者の紹介や医療機器等の利

用、徳島市民病院が実施する研修に医療従事者が参加する機会

を確保する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 徳島市民病院との連携強化事業 

連携市町村 徳島市・勝浦町・上勝町 

事 業 内 容 

徳島市民病院を核とした圏域内の自治体病院との医療連携の

構築を図るとともに、地域医療向上のため、地域の医療従事者

に対する教育と研修に努める。 

効 果 

○圏域内のどこに住んでいても高度で専門性の高い医療の提供

を受けることが可能になる。 

○高額医療機器等の利用が可能になる。 

○地域の医療従事者の技術力向上が図られる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

紹介患者への医療提供       

医療機器の共同利用       

地域医療従事者への研修の

実施 
 

 
    

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） － － － － － － 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

徳島市が負担する。ただし、今後において新たな費用が発生し

た場合には、連携市町村で協議し決定する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

 

⑵ 福祉 

本圏域では、就労形態の変化や社会参加の拡大などから、保育ニーズが多様化

してきており、圏域住民が安心して子育てができる環境整備が求められています。 

このため、圏域内の各市町村が実施している子育て支援に関する事業を、圏域

の住民の広域利用を可能にすることで、圏域全体で子育て環境の充実を図ります。 

 

① 子育て環境の充実 

【協定の内容】 

取組の内容 

圏域内住民に対する子育て支援の充実を図るため、子育て支

援に関する事業の広域利用を推進し、住民が安心して子育てが

できる環境を整備する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

甲が実施する子育て支援に関する事業の対象区域を拡大して

乙及び連携市町村の住民の利用に供し、広域利用が円滑に行わ

れるよう運営体制の充実や住民への周知を行うとともに、連携

市町村の調整を図る。 

【事業を実施する市町村】 

乙が実施する子育て支援に関する事業の対象区域を拡大し、

甲及び連携市町村の住民の利用に供するとともに、広域利用が

円滑に行われるよう運営体制の充実や住民への周知を行う。 
周辺市町村 

(乙)の役割 【事業を利用する市町村】 

甲及び連携市町村が実施する子育て支援に関する事業につい

て、広域的な利用が円滑に行われるよう運営に必要な支援を行

うとともに、乙の区域内の住民が円滑に利用できるよう周知す

る。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 病児・病後児保育事業 

連携市町村 徳島市・小松島市・勝浦町・佐那河内村・石井町 

事 業 内 容 

圏域内住民に対する子育て支援の充実を図るため、連携市町

村が実施する病児保育事業について、病児・病後児（小学校３

年生までの急性期を経過した病中病後の児童）の広域利用を可

能にする。 

効 果 ○圏域内の子育てサービス提供基盤の安定確保につながる。 
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具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

広域利用の実施      

      

      

      

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

      

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） － 55,799 55,799 55,799 55,799 223,196 

活用を想定 

する補助制度 
保育対策等促進事業費補助金（国1/3・県1/3） 

役割分担 

の考え方 

広域利用する病児保育に係る事業費の負担方法については、連

携市町村で協議し決定する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

 

⑶ 教育 

圏域住民の多様化する学習ニーズに対応するため、生涯学習の機会の提供など、

学習環境の充実が求められていることから、圏域内において、生涯学習の拠点と

なる文化・教育施設等の広域利用を促進します。 
 

① 公共施設の広域利用 

【協定の内容】 

取組の内容 
圏域内住民に対する生涯学習の機会の拡大や余暇の充実を図

るため、圏域内の文化・教育施設等の広域利用を促進する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

徳島市立図書館を乙及び連携市町村の住民の利用に供し、甲

の区域内の住民に対して広域利用について周知するとともに、

連携市町村の調整を図る。 

【市町村立図書館がある場合】 

北島町立図書館を甲及び連携市町村の住民の利用に供すると

ともに、乙の区域内の住民に対して広域利用について周知す

る。 周辺市町村 

(乙)の役割 
【市町村立図書館がない場合】 

甲及び連携市町村と連携し、連携市町村立図書館の広域利用

について、乙の区域内の住民に周知する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 圏域内図書館相互利用事業 

連携市町村 徳島市・石井町・北島町 

事 業 内 容 
連携市町村の個人利用に限定した「利用者カード」を発行

し、圏域内の連携市町村立公立図書館の相互利用を実施する。 
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効 果 ○連携する市町村住民の利便性の向上を図る。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

手続き・対応方法の検討       

関係団体や住民への周知       

相互利用の実施       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 3,600 4,299 4,000 4,000 4,000 19,899 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

原則、利用者カード発行の費用については、当該市町村で負担

する。ただし、今後において新たな費用が発生した場合には、

連携市町村で協議し決定する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

 

⑷ 産業振興 

圏域における産業振興については、消費の低迷や就業者の高齢化、担い手不足

などの課題を抱える一方で、若者層を中心とした圏域外への流出に歯止めがかか

らない状況において、今後、本圏域で定住人口を維持するためには、地域産業の

活性化が不可欠であり、圏域内の関係団体との連携を強化するとともに、産学官

連携を一層進め、他の圏域との差別化を図る取組みが重要となっています。 

このため、圏域の連携市町村の地域資源を有効に活用した観光開発や地域特産

品を生かしたブランド化、起業支援、企業誘致の推進及び鳥獣害対策の推進を図

るとともに、中心市における中心市街地での都市機能を充実するなど、新たな広

域連携での取組みを推進し、産業振興を通じた圏域全体の活性化を図り、新たな

雇用を生み出す産業基盤の確立を目指します。 
 

   ① 圏域内の観光資源を生かした観光開発、観光誘致 

【協定の内容】 

取組の内容 

圏域内に有する自然や歴史、文化等の価値の高い資源を生か

した広域的な体験型・滞在型観光等の観光開発を共同で推進

し、観光ルートの開発や観光施設の整備を行い、観光資源の魅

力を向上させ、観光客の増加や関連産業の拡大を図る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙及び連携市町村並びに関係団体等と連携し、圏域全体の調

整をしながら、観光資源の発掘や魅力の向上を図るとともに、

新たな観光開発や情報発信、ＰＲ活動等を行う。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲及び連携市町村並びに関係団体等と連携し、乙の区域内の

観光資源の発掘や充実を図るとともに、新たな観光開発や情報

発信、ＰＲ活動等を行う。 
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【具体的な取組事業】 

事 業 名 観光開発・観光誘致事業 

連携市町村 全市町村 

事 業 内 容 

圏域市町村が有する自然や歴史・文化など、さまざまな観光

資源を発掘して魅力向上を図ることで圏域での観光エリアを形

成し、宿泊、体験観光、地元食材を生かしたグルメなどの体験

観光による長期滞在型観光を実施するとともに、さまざまな観

光資源、イベント等の情報発信・ＰＲを一体的に行い、関連産

業の拡大や観光消費の活性化を図り、圏域内外での交流人口を

拡大する。 

効 果 

○観光資源の発掘及び魅力の向上が図られる。 

○広域観光資源の一体的な情報発信によるＰＲ効果の向上が図

られる。 

○観光客の増加による交流人口の拡大が図られる。 

○観光客の利便性・満足度の向上が図られる。 

○体験観光を核とする関連産業の拡大が図られる。 

○圏域内でのにぎわいの創出及び消費の拡大が図られる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

観光資源の発掘・景観整備       

地域資源を活用した体験型

観光メニューの開発 

 
     

広域観光ルートの開発・販売       

情報発信(ＨＰ・パンフレット等)       

観光ＰＲの実施       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

連携市町村での観光開発・

観光誘致事業の実施 

 
     

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 104,839 97,235 106,805 107,805 107,805 524,489 

活用を想定 

する補助制度 
道の駅県委託金、文化立県とくしま推進事業補助金 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。  

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

 

② 地域特産品を生かしたブランド化及び地産地消の推進 

 

【協定の内容】 

取組の内容 

地域ならではの特産品のブランド化やＰＲ活動、販売促進、

消費者ニーズに対応した地産地消の普及啓発について、圏域全

体での取組を推進するとともに、圏域内の関係団体等の連携を

促進する。 
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中 心 市 

(甲)の役割 

乙及び連携市町村並びに関係団体等と連携し、地域ならでは

の特産品のブランド化や地産地消の推進、圏域内特産品のＰＲ

活動や販売促進に資する事業を実施する。 

関係団体等の交流の場を設置し、産地としての組織体制の充

実及び販路の強化を図る。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲及び連携市町村並びに関係団体等と連携し、地域ならでは

の特産品のブランド化や地産地消の推進、圏域内特産品のＰＲ

活動や販売促進に資する事業を実施する。 

甲が設置する関係団体等の交流の場に参加するとともに、乙

の区域内の関係団体等との連絡調整を行う。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 特産品ブランド化・地産地消推進事業 

連携市町村 全市町村 

事 業 内 容 

圏域内農産物のＰＲや販売促進を目的として、圏域内の拠点

施設となるアンテナショップを設置し、この拠点を核として圏

域内農産物のＰＲ、販売を推進するとともに、「とくしまＩＰ

ＰＩＮ店」認定店の圏域内拡大、「とくしま食材フェア」の共

同実施、圏域内の関係団体との交流などについて、圏域全体で

連携して取り組む。 

効 果 

○圏域内特産物が消費者に認知されることにより、産地のブラ

ンド化、魅力の向上が図られる。 

○圏域内の関係団体の交流により、産地としての組織体制の充

実及び販路の強化が図られる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

アンテナショップの設置・

運営 

 
     

「とくしま IPPI N店」認定

店の拡大及び支援 

 
     

「とくしま食材フェア」の

共同実施 

 
     

圏域内関係団体協議会の設

置・運営 

 
     

連携市町村での特産品ブラ

ンド化・地産地消推進事業

の実施 

 

     

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 65,801 39,090 38,790 38,990 38,790 221,461 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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③ 地域資源や企業等の技術を活用した産業の育成 

 

【協定の内容】 

取組の内容 

圏域内の地域資源や企業等の技術を有効に活用した産業の育

成や圏域発の企業の創出、コミュニティビジネスに対する支援

を推進することにより、地域産業の活性化を図る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

企業や起業等に意欲のある人材に対して、セミナー、研修会

等を開催するとともに、乙と連携して支援策や支援体制の整備

について検討する。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

乙の区域内の企業や起業等に意欲のある人材に対して、甲が

実施するセミナー、研修会等の開催について広報するととも

に、甲と連携して支援策や支援体制の整備について検討する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 コミュニティビジネス起業支援事業 

連携市町村 徳島市・小松島市・石井町・松茂町・北島町・藍住町・板野町 

事 業 内 容 

地域産業の活性化を図るため、コミュニティビジネスの普及

啓発、コミュニティビジネスに対する起業支援や経営支援等の

検討、圏域内連携による起業情報提供（ＨＰ等）を行う。 

効 果 

○圏域内での効果的な起業家の育成が図られる。 

○圏域内の地域資源を活用した起業の促進が図られる。 

○起業への効率的な支援が可能になる。 

○地域産業の振興につながる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

普及・啓発事業の実施       

起業情報の提供       

起業支援の検討・実施       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 9,793 1,500 2,500 2,500 2,500 18,793 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。  

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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④ 圏域内への企業誘致の推進 

 

【協定の内容】 

取組の内容 

効果的な企業誘致活動が展開できるよう徳島県や地元企業等

との新たなネットワークを構築し、立地を求める企業が情報収

集しやすい環境を整備する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙と連携し、徳島県や地元企業等との新たなネットワークの

構築や総合的な調整を行うとともに、圏域内の企業誘致に関す

る情報を共有化し、情報を発信する。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲と連携し、徳島県や地元企業等との新たなネットワークを

構築するとともに、圏域内の企業誘致に関する情報を共有化

し、情報を発信する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 企業誘致活動推進事業 

連携市町村 徳島市・小松島市・石井町・松茂町・北島町・板野町 

事 業 内 容 

効果的な企業誘致活動ができるよう、徳島県や地元企業との

ネットワークを新たに構築し、活用するとともに、新たに立地

を求める企業が情報収集し易い環境整備を図るため、企業目線

で連携する各市町村のＨＰを整備し、利便性・満足度の向上を

図る。 

効 果 

○より効果的な企業誘致の実現が図られる。 

○誘致企業による雇用及び税収の増加につながる。 

○企業の利便性・満足度の向上が図られる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

徳島県や地元企業との連携

強化による誘致活動実施 

 
     

各自治体の企業誘致ＨＰの

相互リンク 

 
     

徳島県の企業誘致セミナー

への共同ブース出展 
   

 
  

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） － － － － － － 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。  

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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⑤ 中心市街地の都市機能の充実 

 

【協定の内容】 

取組の内容 

中心市街地における業務機能や商業機能、文化機能等のさま

ざまな都市機能を充実させ、圏域住民の利便性の向上や来街者

の回遊促進を図る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

甲の中心市街地において、圏域の拠点としての各種都市機能

の整備や集積を促進する。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲の中心市街地で整備された都市機能について、乙の区域内

の住民の利用向上を図る。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 中心市街地都市機能整備事業 

連携市町村 全市町村 

事 業 内 容 

圏域住民の利便性の向上や回遊性等を高めるため、中心市の

成長戦略の柱である「地域産業の拡大」「都市中心部の魅力の

向上」「定住人口の維持拡大」に関連するさまざまな事業を実

施し、観光・産業の振興を主とした各種都市機能の強化を図る

ことで、圏域内外から人々がいつも訪れ交流し、新たな雇用を

生み出していく中心市街地づくりを推進する。 

効 果 

○圏域住民の利便性・満足度の向上が図られる。 

○圏域内外からの交流人口の拡大や来街者の回遊促進につなが

る。 

○中心市街地のにぎわいを創出する。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

中心市（徳島市）での中心

市街地都市機能整備事業の

実施 

 

 

    

周辺市町村での住民への周

知 
 

 
    

       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 15,000 － － － － 15,000 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 
徳島市が事業を実施し、負担する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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⑥ 鳥獣害対策の推進 

 

【協定の内容】 

取組の内容 
圏域内の鳥獣害対策について、捕獲活動や農林水産物の被害

防止活動を推進する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙と連携し、鳥獣害対策に関する情報交換を行い、被害防止

活動を推進するとともに、連携市町村の調整を図る。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲と連携し、鳥獣害対策に関する情報交換を行い、被害防止

活動を推進する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 鳥獣害対策推進事業 

連携市町村 
徳島市・小松島市・勝浦町・上勝町・佐那河内村・石井町・ 

神山町・板野町・上板町 

事 業 内 容 

圏域内の市町村、地区猟友会、農協など関係団体での情報共

有を図るとともに、圏域内市町村が連携して広域的に鳥獣害対

策を推進する。 

効 果 

○関係団体間での情報共有による効果的な被害防止活動が実施

できる。 

○鳥獣被害の減少・軽減が図られる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

鳥獣害対策に関する情報交

換の実施 

 
     

連携市町村での鳥獣害防止

対策事業の実施 
      

       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 76,313 48,363 48,363 28,363 28,363 229,765 

活用を想定 

する補助制度 

移譲事務交付金・鳥獣飼養手数料、鳥獣捕獲許可事務費交付

金、鳥獣被害緊急対策事業費 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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⑸ その他 

近年、二酸化炭素などの温室効果ガスによる温暖化が地球規模で進行し、地球

温暖化防止対策など環境政策に対する関心が高まってきています。 

このため、地球温暖化の主要原因物質である二酸化炭素等の排出を抑制するた

め、圏域内で環境問題に関する連携した取組みを推進することにより、住民生活

における省エネルギーや環境意識の向上を図ります。 

 

① 環境保全活動の推進 

【協定の内容】 

取組の内容 

圏域内において、温室効果ガスの排出を抑制するため、地球

温暖化対策事業等を推進するとともに、圏域内の住民、事業者

等が行う環境保全活動の拡大を図る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙及び連携市町村と連携し、地球温暖化対策に資する事業等

を推進するとともに、連携市町村の調整を図る。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲及び連携市町村と連携し、地球温暖化対策に資する事業等

を推進する。 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 地球温暖化対策推進事業 

連携市町村 
徳島市・勝浦町・上勝町・石井町・松茂町・北島町・藍住町・ 

板野町・上板町 

事 業 内 容 

圏域内市町村が連携して地球温暖化対策に取り組むことによ

り、圏域内の住民、事業者、行政が行う温暖化防止活動の取り

組み拡大を図る。 

効 果 

○圏域内の住民、事業者、行政の温室効果ガス削減が促進され

る。 

○広域の自治体が取り組むことによるＰＲ効果につながる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

ノーマイカーデー・ライト

ダウンの実施 

 
     

環境学習の実施       

エコアクション２１認証支

援の共同実施 

 
     

連携市町村での地球温暖化

対策推進事業の実施 
      

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 21,996 32,241 32,241 18,240 18,242 122,960 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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 ２ 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野  

 

⑴ 道路等の交通インフラの整備 

本圏域は、四国縦貫自動車道や四国横断自動車道等、人や物が流れる重要な基

幹ルートの結節点となっており、圏域内の機能的かつ住みよいまちづくりはもと

より、圏域内外での人や物の流れを促進し、産業や経済を発展させていくため、

圏域内市町村が一体となった道路網の整備促進等を図ります。 
 

   ① 圏域内外を結ぶ道路網の整備促進等の連携 

【協定の内容】 

取組の内容 

圏域内外を結ぶ主要幹線道路等の整備促進や市町村界に係る

道路の整備推進のため連携し、交通渋滞の緩和や交通安全の確

保、生活の利便性の向上、圏域内外の交流人口の拡大を図る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙及び連携市町村と共同し、圏域内外を結ぶ主要幹線道路等

の整備を促進するとともに、連携市町村の調整を図る。 

乙及び連携市町村と連携し、市町村界に係る道路整備につい

ての情報を共有し、道路整備の実施に当たっては乙及び連携市

町村の調整を図りながら推進する。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲と共同し、圏域内外を結ぶ主要幹線道路等の整備を促進す

る。 

甲に、乙の区域内における市町村界に係る道路整備について

の情報を提供するとともに、道路整備の実施に当たっては甲及

び連携市町村と連携して事業を推進する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 圏域道路網整備促進等事業 

連携市町村 全市町村 

事 業 内 容 

圏域市町村が連携して、圏域内外を結ぶ主要幹線道路等の

国・県への共同要望や市町村界に係る市町村道路改良の情報交

換を実施する。 

効 果 

○交通渋滞の緩和が図られる。 

○交通安全の確保につながる。 

○圏域生活の利便性・満足度の向上が図られる。 

○圏域内外の交流人口の拡大につながる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

国・県へ共同要望の実施       

市町村界に係る道路改良事

業の情報交換 
  

 
   

連携市町村での道路改良事

業の実施 

 
     

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 20,000 12,258 12,258 12,258 12,258 69,032 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

 

⑵ 地域内外の住民との交流・移住促進 

近年、余暇時間の増加などを背景に、住民の文化・スポーツ活動に対する関心

は高まってきています。このため、文化・芸術活動やスポーツ活動の場を確保す

るとともに、気軽に参加できる環境づくりを進め、圏域内外の住民の交流を促進

します。 

また、本圏域では、農業従事者の高齢化や後継者不足などによる遊休農地が増

加していることから、圏域内市町村が連携し、農業の担い手を育成・確保すると

ともに、圏域内外の就農希望者や意欲ある農業者に対して農地活用等に関する情

報を提供することで、圏域内外の住民の交流を促進します。 

 

   ① 文化・スポーツ交流の推進 

【協定の内容】 

取組の内容 

圏域内の文化・スポーツの振興を図るため、住民がさまざま

な文化・スポーツ活動に参加する機会を拡大し、文化・スポー

ツを通じた圏域内外の住民の交流を促進する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙及び連携市町村並びに関係団体等と連携し、文化・スポー

ツ交流に資する事業を実施し、甲の区域内の住民に周知して参

加を促進するとともに、連携市町村の調整を図る。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲及び連携市町村並びに関係団体等と連携し、文化・スポー

ツ交流に資する事業を実施するとともに、乙の区域内の住民に

周知し、参加を促進する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 スポーツ大会共同開催事業 

連携市町村 徳島市・小松島市・上勝町・松茂町・北島町・藍住町・板野町 

事 業 内 容 

圏域内でのニュースポーツの普及・活動支援のため、圏域内

市町村が連携して、新たに「徳島東部地域ニュースポーツフェ

スティバル」を共同開催する。 

効 果 

○糖尿病予防をはじめ、本県全体の取り組みを圏域内で促進で

きる。 

○圏域間の住民交流が促進される。 

○体育指導員等の外郭団体の指導力向上が図られる。 

○競技種目が分散され、より多くの参加者を望める。 
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具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

実施競技の選定・検討       

住民への周知・広報       

大会イベントの開催       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円）  30 2,315 2,300 2,300 2,300 9,245 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

開催に伴う会場の確保や、参加者の募集等の広報活動等の各々

が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。  

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

② 就農支援体制の連携強化 

【協定の内容】 

取組の内容 

地域農業の担い手となる就農希望者に対し、技術の習得等の

ための農業体験事業を共同実施し、就農支援体制の連携強化を

図るとともに、圏域内外の就農希望者や意欲ある農業者に対し

て農地活用等に関する情報を提供する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙及び連携市町村と連携し、就農希望者に対して技術の習得

に資する農業体験事業等を実施し、圏域内の農地活用等に関す

る情報を提供するとともに、連携市町村の調整を図る。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲及び連携市町村と連携し、就農希望者に対して技術の習得

に資する農業体験事業等を実施するとともに、圏域内の農地活

用等に関する情報を提供する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 就農支援体制連携強化事業 

連携市町村 
徳島市・小松島市・勝浦町・上勝町・佐那河内村・石井町・ 

神山町・藍住町・板野町・上板町 

事 業 内 容 

圏域内外の就農希望者や意欲ある農業者に対し、農地活用情

報・耕作放棄地をデータ化し、情報発信するとともに、耕作放

棄地再生利用対策の取り組み状況の周知や新規就農希望者に対

して農業体験事業を共同実施する。 

効 果 

○新規就農者の拡大による担い手の確保及び育成が図られる。 

○耕作放棄地の再生活用が図られる。 

○農業の活性化につながる。 

○地域内外の住民との交流促進が図られる。 
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具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

農 地 情 報 ・ 耕 作 放 棄 地 の

データ化 

 
     

情報発信       

農業体験事業の実施       

連携市町村での就農支援体

制連携強化事業の実施 

 
     

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円）  550 750 750 750 750 3,550 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。  

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

③ 移住・長期滞在の推進 

【協定の内容】 

取組の内容 

圏域内における移住・長期滞在を推進するため、圏域全体で

新たな魅力の向上を図り、受入体制の充実に向けた整備等を行

うとともに、圏域外に向け移住・長期滞在地としての魅力や情

報を発信する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙及び連携市町村と連携し、甲の地域の魅力の向上を図り、

受入体制の充実に向けた手法の検討を行い、圏域外に向け情報

を発信するとともに、連携市町村の調整を図る。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲及び連携市町村と連携し、乙の地域の魅力の向上を図り、

受入体制の充実に向けた手法の検討を行うとともに、圏域外に

向け情報を発信する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 移住・長期滞在推進事業 

連携市町村 徳島市・小松島市・勝浦町・上勝町・佐那河内村・神山町 

事 業 内 容 

中心市が持つ都市機能の魅力と、周辺市町村が持つ環境や地

域コミュニティなどの農山地の魅力を活用した情報発信方法の

研究を行い、徳島県、とくしまふるさと回帰推進協議会及び観

光関係団体等と連携して、移住及び長期滞在地としての魅力を

都市圏に向け情報発信する。 

効 果 

○移住者・長期滞在者の増加が図られる。 

○交流人口の増加につながる。 

○定住自立圏としての魅力の向上・発信が図られる。 
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具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

地域資源の魅力の再評価       

都市機能及び農産地の魅力

向上 
 

 
    

情報発信方法の研究       

情報発信の実施       

連携市町村での移住・長期

滞在推進事業の実施 
      

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 7,500 

活用を想定 

する補助制度 
過疎対策事業債 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

 

⑶ その他 

圏域内の各市町村では、情報システム開発に係るコストや専門人材の不足など

効率的なシステムの構築・維持が課題となっていることから、圏域内の市町村が

連携して、情報システムに関する課題や問題を共同研究することにより、情報シ

ステムの機能強化を図ります。 
 

   ① 情報システムの共同研究 

【協定の内容】 

取組の内容 
連携市町村における情報システム機能の強化を図るため、情

報システムに係る課題等について共同研究を行う。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙と連携し、情報システム機能の強化に係る共同研究の場を

設置する。 

周辺市町村 

(乙)の役割 
甲が設置する共同研究の場に参加する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 情報システム共同研究事業 

連携市町村 徳島市・上勝町・松茂町・北島町・藍住町・板野町・上板町 

事 業 内 容 

圏域内の市町村が連携して情報システムに関する課題や問題

点などについて情報交換し、対応策について協議するととも

に、今後の自治体クラウド導入に対してのメリット・デメリッ

ト、各業務におけるその有効性等についての情報交換や研究を

行う。 
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効 果 

○行政コストの圧縮につながる。 

○行政サービスの質の向上につながる。 

○実質的な業務の標準化が図られる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

情報システムの共同研究       

自治体クラウドの導入研究       

       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円）  － 200 200 200 200 800 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。  

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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３ 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野  

 

⑴ 宣言中心市等における人材の育成 

住民ニーズの多様化・高度化により、行政サービスの在り方は、従来に増して

増大する一方、自治体が果たすべき役割も複雑化してきています。 

このため、圏域市町村職員への合同研修会等の実施及び圏域自治体間での職員

等の交流を推進することにより、圏域マネジメント能力の強化に必要な人材育成

を図ります。 
 

   ① 圏域内市町村職員の人材育成 

【協定の内容】 

取組の内容 
職員の意識改革と資質向上を図るため、合同研修等を実施

し、圏域内市町村職員の人材育成を行う。 

中 心 市 

(甲)の役割 

甲が実施する職員研修、講演会等に関する情報を乙に提供

し、乙の職員が参加する機会を確保するとともに、乙と連携し

て合同研修等を開催する。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲が実施する職員研修、講演会等に、乙の職員を参加させる

とともに、甲と連携して合同研修等を開催する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 圏域内市町村職員人材育成事業 

連携市町村 全市町村 

事 業 内 容 
圏域自治体職員の意識改革と資質の向上を図るため、圏域内

市町村が連携して合同研修会を開催する。 

効 果 

○圏域マネジメントに必要な人材育成が図られる。 

○圏域内市町村職員の情報の共有化が図られる。 

○研修受講機会の増加により、職員の資質向上が図られる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

合同研修会の開催       

       

       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 655 955 955 955 955 4,475 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

平成23年度は、徳島市が負担する。 

平成24年度以降は、連携市町村で協議し決定する。  

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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⑵ 宣言中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保 

現下の地方圏を取り巻く環境下において、目まぐるしく変化する情勢に迅速、か

つ、的確に対応し、今後の本圏域での地域振興を実現していくためには、多様化す

るライフスタイルや消費者ニーズを的確に把握し、スピード感を持って事業をプロ

デュースできる人材を積極的に活用することが不可欠となっています。 

このため、産業振興、人材育成等の分野において、専門的な知識や高い実績のあ

る圏域外の人材を積極的に活用していきます。 
 

   ① 外部からの人材の確保 

【協定の内容】 

取組の内容 

圏域全体のマネジメント能力を向上させるため、地域資源の

発掘や産業振興、人材育成等の分野において、専門的な知識や

高い実績のある圏域外の人材を積極的に活用する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙と連携し、外部人材を招へいして活用するとともに、連携

市町村の調整を図る。 

周辺市町村 

(乙)の役割 
甲と連携し、外部人材を招へいして活用する。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 外部人材共同招へい事業 

連携市町村 全市町村 

事 業 内 容 

連携事業として事業展開していく分野において、専門的な知

識や経験、実績、新しい発想などに優れた外部の人材を共同招

へいして活用することにより、地域資源の発掘やグローバルな

事業展開、新たな産業振興や人材育成など、各種分野で専門的

見地から助言や支援を求め、圏域の活性化を図る。 

効 果 

○情勢に的確に対応した政策立案・事業展開が可能になる。 

○地域資源の発掘が図られる。 

○新たな産業振興につながる。 

○圏域マネジメントを担う地域づくり人材の育成が図られる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

外部人材の活用検討       

外部人材の共同招へい・活

用 
 

 
    

       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

       

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 800 1,200 － － － 2,000 

活用を想定 

する補助制度 
定住自立圏構想推進のための地方財政措置 
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役割分担 

の考え方 
費用負担は連携市町村で協議し決定する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

⑶ その他 

多様化する行政課題について、迅速かつ的確に対応するため、圏域の市町村が

連携し、その解決策を研究することにより、持続可能な自治体運営を推進します。 

現在、本圏域におけるＮＰＯは順調に増加していますが、活動の場はまだまだ

限られており、今後、行政や企業等との協働の推進や圏域での個人やＮＰＯ等の

団体が行う地域づくり活動を活性化していくために講座等を開催し、地域住民を

けん引できる人材を養成するとともに、ＮＰＯ等の団体や個人間の連携強化を促

進します。 
 

   ① 圏域内市町村の行政運営機能の強化 

【協定の内容】 

取組の内容 

圏域内市町村において、さまざまな行政課題に迅速かつ的確

に対応し、持続可能な自治体運営を推進するため、行政運営に

関する研究会を開催し、自治体運営機能の強化及び圏域自治体

間の連携強化を図る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙と連携し、行政運営に関する研究会を設置し、行政課題の

解決に向けた研究等を行う。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲が設置する研究会に参加し、行政課題の解決に向けた研究

等を行う。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 行政運営に関する研究会開催事業 

連携市町村 全市町村 

事 業 内 容 

連携市町村で「行政運営に関する研究会」を開催し、自治体を

マネジメントしていく上で共通課題として重要度の高いテーマ

を研究することにより、自治体運営機能の強化及び圏域自治体

間のネットワーク構築・連携強化を図る。 

効 果 

○圏域自治体間の情報の共有化が図られる。 

○圏域自治体運営機能の強化が図られる。 

○圏域自治体間のネットワーク構築・連携強化につながる。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

研究会発足にむけての検討       

研究会の開催       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル        
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） － － － － － － 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

当面は徳島市が負担する。 

今後、新たに連携する取組がある場合は、連携市町村で協議し

決定する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

 

② 地域づくり活動の育成・支援 

【協定の内容】 

取組の内容 
圏域内において、地域づくり活動等を行うＮＰＯ等の団体や

個人に対する育成・支援を行う。 

中 心 市 

(甲)の役割 

地域づくり活動等に関するセミナー、講座等を開催するとと

もに、乙と連携して助言等の支援や情報発信を行う。 

周辺市町村 

(乙)の役割 

甲が開催するセミナー、講座等について、乙の区域内のＮＰ

Ｏ等の団体や個人に参加を促すとともに、甲と連携して助言等

の支援や情報発信を行う。 

 

【具体的な取組事業】 

事 業 名 地域づくり活動団体等育成・支援事業 

連携市町村 全市町村 

事 業 内 容 

徳島市市民活力開発センター等において、地域づくり活動に

関するセミナー、講座等を開催し、地域住民をけん引できる人

材を養成する。 

また、圏域内外に情報発信し、他のＮＰＯ等の団体や個人と

のネットワークの構築を図るとともに、行政・企業との協働を

推進する。 

効 果 

○セミナー・講座等の開催によりＮＰＯ等の団体や個人の力量

が高まる。 

○ネットワーク構築により活動が活性化される。 

○行政・企業との協働事業が推進される。 

○情報発信や交流によりＮＰＯ等の団体や個人間での連携が促

進される。 

具体的な事業 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

セミナー・講演会の開催       

情報発信・交流       

他セクターとの協働事業検討       

ネットワーク構築       

       

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計 事 業 費 

（千円） 13,070 14,170 14,170 14,170 14,170 69,750 

活用を想定 

する補助制度 
－ 

役割分担 

の考え方 

当面は徳島市が事業を実施し、費用負担は連携市町村で協議し

決定する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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１ 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョンの策定経過及び策定体制 

【策定経過】 

平成21年度 
 

２月１０日 

 

○第８回徳島東部地域市町村長懇話会（定住自立圏構想の実現に向け

て取り組むことを12市町村で合意） 

平成22年度 
 

９月２１日 ○徳島市が中心市宣言 

１０月２１日 

～１１月２５日 

 

 

 

 

○医療・子育て担当者部会（連携事項の検討） 

○教育・文化担当者部会（連携事項の検討） 

○産業・観光担当者部会（連携事項の検討） 

○生活基盤整備担当者部会（連携事項の検討） 

○環境担当者部会（連携事項の検討） 

○人材育成・協働・情報担当者部会（連携事項の検討） 

１２月１６日 

～１２月２２日 

○各市町村１２月議会（定住自立圏形成協定を議会の議決すべき事件

に関する条例議案を可決） 

１月１４日 ○第24回徳島東部地域市町村長懇話会幹事会（形成協定案の検討） 

１月３１日 ○第25回徳島東部地域市町村長懇話会幹事会（形成協定案の協議） 

２月１０日 

 

○第１回徳島東部地域定住自立圏推進協議会（設立総会、スケジュー

ル案、連携を想定する取組） 

２月下旬 

～３月２４日 

 

 

 

 

○医療・子育て担当者部会（連携事業の検討） 

○教育・文化担当者部会（連携事業の検討） 

○産業・観光担当者部会（連携事業の検討） 

○生活基盤整備担当者部会（連携事業の検討） 

○環境担当者部会（連携事業の検討） 

○人材育成・協働・情報担当者部会（連携事業の検討） 

３月 ９日 

～３月２５日 

○各市町村３月議会（定住自立圏形成協定を締結する議案を可決） 

 

３月３０日 

 

○第2回徳島東部地域定住自立圏推進協議会「合同調印式」（徳島市

と周辺市町村との間における定住自立圏形成協定を締結） 

平成23年度 
 

４月２０日 ○第1回徳島東部地域定住自立圏推進協議会幹事会 

５月３０日 

 

○第2回徳島東部地域定住自立圏推進協議会幹事会（策定スケジュー

ル、共生ビジョン懇談会の設置、共生ビジョン案の協議） 

６月２０日 ○徳島市6月議会総務委員会（共生ビジョン案説明） 
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６月２７日 

～７月１９日 

○圏域内市町村の住民等を対象に共生ビジョン案のパブリックコメン

ト実施 

７月２２日 

 

○第1回徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会（委嘱状交付、

定住自立圏概要説明、共生ビジョン案の協議） 

８月 ９日 

 

○第2回徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会（パブリックコ

メント実施状況、共生ビジョン案の協議） 

８月１８日 

 

○第3回徳島東部地域定住自立圏推進協議会幹事会（共生ビジョン最

終案の協議） 

８月下旬 

～９月下旬 

○市町村９月議会（徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン最終案） 

 

９月２７日 

 

○第3回徳島東部地域定住自立圏推進協議会（共生ビジョン最終案の

合意）⇒徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン策定 
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徳島東部地域定住自立圏推進協議会 

構成  ２市９町１村の長（１２人） 

会長  徳島市長 

役割  ◆定住自立圏形成協定に関すること 

      ◆定住自立圏共生ビジョンに関すること 

      ◆定住自立圏共生ビジョンの進行管理に関すること 

      ◆その他定住自立圏構想の推進に係る重要事項 

に関すること 

徳島東部地域定住自立圏推進協議会幹事会 

構   成  ２市９町１村の担当者（１２人） 

代表幹事  徳島市企画政策局長 

役   割  ◆協定内容の検討・調整 

         ◆共生ビジョンの検討・調整 

         ◆協議会からの指示事項の調査・検討 

           ◆協議会への報告 

 

【事務局】 

徳島市企画政策局 

役割：協議会、幹事会 

の運営 

徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

構成  ２市９町１村における学識経験者、政策分野の代表者、地域コミュニティ・

ＮＰＯ活動関係者等（１９人） 

役割  共生ビジョンの策定又は変更に対する意見 

【医
療
・子
育
て
担
当
者
部
会
】 

構
成 

 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
保
健
福
祉
部 

【教
育
・文
化
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
教
育
委
員
会 

【産
業
・観
光
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
経
済
部 

【生
活
基
盤
整
備
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
土
木
部 

【環
境
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
市
民
環
境
部 

【人
材
育
成
・協
働
・情
報
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
総
務
部 

役 割 ◆各分野の連携事項について内容検討・事業化（既存事業含む）・実施 

 

     【策定体制】 
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２ 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会設置要綱 

 
（設置）  

第１条 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョンの策定または変更について、関係者の意見

を幅広く反映させるため、定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日総務省総

行応第３９号総務事務次官通知）に基づき、徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談

会（以下「懇談会」という。）を設置する。  
（所掌事務）  

第２条  懇談会は、徳島東部地域定住自立圏共生ビジョンの策定または変更に関し、幅広い

視点から協議し意見を述べる。  
（組織）  

第３条  懇談会は、委員２０人以内をもって組織する。  
２  委員は、学識経験者、定住自立圏形成協定に関連する分野の関係者等のうちから、市長

が委嘱する。  
（任期）  

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし、再任は妨げない。  
２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（会長および副会長）  
第５条  懇談会に会長および副会長を置く。  
２ 会長は委員の互選によりこれを定める。  
３ 会長は、会務を総理し、懇談会を代表する。  
４ 副会長は、委員の中から会長が指名する。  
５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、または会長が欠けたときは、その

職務を代理する。  
（会議）  

第６条  懇談会は、会長が招集し、議長となる。  
２ 会長は、必要があると認めるときは、懇談会に委員以外の関係者の出席を求め、関係

事項について説明または意見を聴くことができる。  
（庶務）  

第７条  懇談会の庶務は、徳島市企画政策局企画政策課が行う。  
（その他）  

第８条  この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、会長が懇談会に

諮って定める。  
附  則  

 （施行期日）  
１ この要綱は、平成２３年４月２１日から施行する。  
 （経過措置）  
２ この要綱の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第４条第１項本文の規定に

かかわらず、平成２５年３月３１日までとする。  
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３ 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会委員名簿 

分 野 氏 名 所属 ・ 役職 
選  出 
市 町村 

◎ 中 村  昌 宏 徳島文理大学総合政策学部：学部長 徳島市 
学識経験者 

 
元 木  秀 章 公益財団法人徳島経済研究所：主任研究員 徳島市 

医療  露 口  勝 徳島市：病院事業管理者 徳島市 

福祉  松﨑 美穂子 特定非営利活動法人子育て支援ネットワークとくしま：理事長 徳島市 

教育  阿 部  利 雄 藍住町歴史館・藍の館：館長 藍住町 

吉 本  公 一 小松島商工会議所：会頭 小松島市 

穏 台  千 鶴 坂本グリーンツーリズム運営委員会 勝浦町 

藤 原  治 石井町商工会：会長 石井町 
産業振興  

佐々木 伸夫 松茂農業協同組合：代表理事組合長 松茂町 

○ 藤 井  園 苗 特定非営利活動法人ゼロ・ウェイストアカデミー：事務局長 上勝町 
環境 

 
吉 田  隆 之 上板町教育委員会教育委員 上板町 

交通インフラ整備 石 本  善 之 村づくり住民会議 佐那河内村  

宮 田  衛 小松島市体育指導委員連絡協議会：会長 小松島市 
交流・移住促進 

大 南  信 也 特定非営利活動法人グリーンバレー：理事長 神山町 

情報（ＩＣＴ） 一 宮  省 一 財団法人ｅ－とくしま推進財団：専務理事 徳島市 

中 村  英 雄 特定非営利活動法人新町川を守る会：理事長 徳島市 
人材育成 

市 川  昭 恵 元板野町婦人会：副会長 板野町 

花 岡  史 恵 特定非営利活動法人コモンズ：理事 徳島市 
協働 

板 東  理 人 北島町学校支援地域本部事業コーディネーター 北島町 

◎会長、○副会長                       （平成２３年７月２２日現在、敬称略、順不同） 
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 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン連携事業一覧  

［別 冊］ 
 

 

 

 

 

 

 

連 携 事 業 一 覧 は、「Ⅳ 定 住 自 立 圏 形 成 協 定 に基 づき推 進 する

具体的取組」に位置づける事業を一覧にまとめたものです。 

事 業 費 については、現 時点 における市 町村 毎 の見 込 みであり、毎

年度の予算により定めます。 

なお、今 後 の見 直 し等 の中 で、金 額 や実 施 時 期 等 を変 更 する場

合があります。 

 



年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 総計

事業費（千円） 333,947 311,875 320,631 287,830 287,632 1,541,915

年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 合計

事業費（千円） 297,342 278,527 288,498 255,697 255,499 1,375,563

⑴ 医療 年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円）

① 地域医療の連携

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ 徳島市民病院との連携強化事業 －

勝浦町 別表第１ 徳島市民病院との連携強化事業 －

上勝町 別表第１ 徳島市民病院との連携強化事業 －

⑵ 福祉 年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円） 55,799 55,799 55,799 55,799 223,196

① 子育て環境の充実

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ 病児・病後児保育事業 病児病後児デイサービス事業 37,740 37,740 37,740 37,740 150,960 保育対策等促進事業費補助金

徳島市 別表第１ 病児・病後児保育事業 病児保育広域利用事業負担金 1,189 1,189 1,189 1,189 4,756 勝浦町・佐那河内村からの負担金

小松島市 別表第１ 病児・病後児保育事業 病児・病後児保育事業 6,650 6,650 6,650 6,650 26,600 保育対策等促進事業費補助金

小松島市 別表第１ 病児・病後児保育事業 病児保育広域利用事業負担金

勝浦町 別表第１ 病児・病後児保育事業 病児保育広域利用事業負担金 647 647 647 647 2,588

佐那河内村 別表第１ 病児・病後児保育事業 病児保育広域利用事業負担金 542 542 542 542 2,168

石井町 別表第１ 病児・病後児保育事業 病児・病後児保育事業 9,031 9,031 9,031 9,031 36,124 保育対策等促進事業費補助金

石井町 別表第１ 病児・病後児保育事業 病児保育広域利用事業負担金

55,799 55,799 55,799 55,799 223,196

⑶ 教育 年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円） 3,600 4,299 4,000 4,000 4,000 19,899

① 公共施設の広域利用

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ 圏域内図書館相互利用事業 指定管理料（登録者カードの購入） 252 252

事業概要（連携事業）

徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン
連携事業 事業費総計

１ 生活機能の強化に係る政策分野

市町村
協定項目
第３条

事業名
事 業 費（千円）

活用を想定する補助制度等 備考

計

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）

事 業 費（千円）
活用を想定する補助制度等 備考

計

事 業 費（千円）
活用を想定する補助制度等 備考
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石井町 別表第１ 圏域内図書館相互利用事業 －

北島町 別表第１ 圏域内図書館相互利用事業 登録者カードの購入 47 47

北島町 別表第１ 圏域内図書館相互利用事業 広域利用事業（図書等の購入） 3,600 4,000 4,000 4,000 4,000 19,600

3,600 4,299 4,000 4,000 4,000 19,899

⑷ 産業振興 年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円） 271,746 186,188 196,458 177,658 177,458 1,009,508

① 圏域内の観光資源を生かした観光開発、観光誘致

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 36,500

徳島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 広域観光案内ステーション事業 30,381 15,000 15,000 15,000 15,000 90,381

徳島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 電動スクーター等観光レンタル事業 12,130 20,000 20,000 20,000 72,130

徳島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 広域観光案内板設置事業 1,000 1,000 1,000 3,000

徳島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 周遊船運航事業 1,000 1,000 1,000 3,000

小松島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

小松島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 広域観光案内板設置事業 500 500 500 500 500 2,500

小松島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 観光クルーズ体験事業 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 6,400

小松島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 観光ＰＲ事業 4,190 2,800 1,800 1,800 1,800 12,390

小松島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 電動スクーター等観光レンタル事業 1,000 1,000 1,000 3,000

小松島市 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 広域観光ガイドボランティア事業 500 500 500 500 2,000

勝浦町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

勝浦町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 ビックひな祭り補助金 900 900 900 900 900 4,500

勝浦町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 元気市補助金 900 900 900 900 900 4,500

勝浦町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 グリーンツーリズム支援事業補助金 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 10,000

勝浦町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 観光看板等整備事業費 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 10,000

勝浦町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 道の駅運営経費 8,189 8,189 8,189 8,189 8,189 40,945 道の駅県委託金

上勝町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

上勝町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 観光パンフレット制作事業 1,500 1,500 1,500 1,500 6,000

上勝町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 道路サイン設置工事 1,000 1,000 1,000 1,000 4,000

佐那河内村 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

佐那河内村 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 ふれあいまつり執行補助金 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 6,000

佐那河内村 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 広域観光案内ステーション事業 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 7,500

佐那河内村 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 広域観光案内板設置事業 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 観光マップ作成事業 494 494 494 494 494 2,470

石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 農村活性化実証事業補助金 330 330

石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 文化財保護活動事業 1,283 1,283

石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 石井町商工会運営事業 1,100 1,100

石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 電動スクーター等観光レンタル事業 1,000 1,000 1,000 1,000 4,000

石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 広域観光案内ステーション事業 1,000 300 300 300 1,900

石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 納涼夏祭り補助金 7,000 3,000 3,000 3,000 3,000 19,000

計
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石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 石井町観光事業 500 500 500 500 2,000

石井町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 石井町イメージキャラクター活用事業 420 200 200 200 200 1,220

神山町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

神山町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 鮎喰川ＰＲ事業補助金 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

神山町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 道の駅指定管理者委託料 3,500 3,400 3,300 3,300 3,300 16,800 道の駅県委託金

松茂町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

松茂町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 まつしげ人形劇フェスティバル 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 7,500 文化立県とくしま推進事業補助金

松茂町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 スカイフェスタ松茂実行委員会補助金 9,000 8,000 8,000 8,000 8,000 41,000

北島町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

北島町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 北島チューリップハウス修繕 1,680 1,680

北島町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 北島チューリップ公園事業（球根代、整備委託等） 2,992 2,992 2,992 2,992 2,992 14,960

北島町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 花づくり景観整備事業（種苗代） 450 450 450 450 450 2,250

藍住町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

藍住町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 藍の館修繕 1,500 1,500

藍住町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 バラ祭開催事業 650 600 600 600 600 3,050

板野町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

板野町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 東部地域体験観光連絡協議会イベント補助金 2,500 3,500 3,500 3,500 3,500 16,500

板野町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 観光ＰＲ事業 500 1,000 1,500

板野町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 インフラ整備事業 2,000 2,000 4,000

上板町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 徳島東部地域体験観光市町村連絡協議会負担金 700 700 700 700 700 3,500

上板町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 広域観光案内板設置事業 1,000 1,000 1,000 1,000 4,000

上板町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 広域観光案内ステーション事業 300 300 300 300 1,200

上板町 別表第１ 観光開発・観光誘致事業 桜まつり開催補助金 400 400 400 400 400 2,000

104,839 97,235 106,805 107,805 107,805 524,489

② 地域特産品を生かしたブランド化及び地産地消の推進

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 19,800 4,804 4,804 4,804 4,804 39,016

徳島市 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 6,000 3,760 3,760 3,760 3,760 21,040

小松島市 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744

小松島市 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

小松島市 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 水産品販売事業 2,900 2,900

勝浦町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744

勝浦町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

勝浦町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 貯蔵みかん等ブランド化 13,000 8,000 8,000 8,000 8,000 45,000 機械使用料

勝浦町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 産地活性化支援事業 1,575 1,575

勝浦町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 集落活性化支援事業 2,100 2,100

勝浦町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 とくしま強い農林水産業づくり事業 18,800 12,500 12,500 12,500 12,500 68,800

上勝町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744

上勝町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

佐那河内村 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744
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佐那河内村 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

石井町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744

石井町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

石井町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 藤のまち観光ＰＲ事業 100 100 100 100 100 500

石井町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地場産品販売促進ＰＲ事業補助金 42 42 42 42 42 210

石井町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農業祭事業 264 264 264 264 264 1,320

神山町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744

神山町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

松茂町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

北島町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744

北島町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

藍住町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744

藍住町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

藍住町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 新作物研究会補助金 720 720 720 720 720 3,600

板野町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744

板野町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

板野町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 特産品パンフレット作成 300 300

板野町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 特産品ＰＲ事業 200 200

上板町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 フルーツの里推進事業 500 500 500 500 500 2,500

上板町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 農産物魅力発信事業（アンテナショップ） 436 436 436 436 1,744

上板町 別表第１ 特産品ブランド化・地産地消推進事業 地産地消推進事業（とくしま食材フェア） 340 340 340 340 1,360

65,801 39,090 38,790 38,990 38,790 221,461

③ 地域資源や企業等の技術を活用した産業の育成

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ コミュニティビジネス起業支援事業 コミュニティビジネス創出支援事業費 9,793 750 1,252 1,252 1,252 14,299

小松島市 別表第１ コミュニティビジネス起業支援事業 研修会開催 125 208 208 208 749

石井町 別表第１ コミュニティビジネス起業支援事業 研修会開催 125 208 208 208 749

松茂町 別表第１ コミュニティビジネス起業支援事業 研修会開催 125 208 208 208 749

北島町 別表第１ コミュニティビジネス起業支援事業 研修会開催 125 208 208 208 749

藍住町 別表第１ コミュニティビジネス起業支援事業 研修会開催 125 208 208 208 749

板野町 別表第１ コミュニティビジネス起業支援事業 研修会開催 125 208 208 208 749

9,793 1,500 2,500 2,500 2,500 18,793

④ 圏域内の企業誘致の推進

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ 企業誘致活動推進事業 －

小松島市 別表第１ 企業誘致活動推進事業 －

計

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）

事 業 費（千円）
活用を想定する補助制度等 備考

計

事 業 費（千円）
活用を想定する補助制度等 備考

- 4 -



石井町 別表第１ 企業誘致活動推進事業 －

松茂町 別表第１ 企業誘致活動推進事業 －

北島町 別表第１ 企業誘致活動推進事業 －

板野町 別表第１ 企業誘致活動推進事業 －

⑤ 中心市街地の都市機能の充実

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 中心市街地アニメ映画館等整備費補助 15,000 15,000

小松島市 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

勝浦町 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

上勝町 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

佐那河内村 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

石井町 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

神山町 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

松茂町 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

北島町 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

藍住町 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

板野町 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

上板町 別表第１ 中心市街地都市機能整備事業 －

15,000 15,000

⑥ 鳥獣害対策の推進

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 有害鳥獣駆除事業費 1,477 1,477 1,477 1,477 1,477 7,385 移譲事務交付金・鳥獣飼養手数料

小松島市 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 鳥獣被害防止事業 500 500 500 500 500 2,500

勝浦町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 有害鳥獣駆除報償費 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 14,000

勝浦町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 有害鳥獣捕獲業務委託金 300 300 300 300 300 1,500

勝浦町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 農作物鳥獣害防止対策事業 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

上勝町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 鳥獣害防止総合対策事業 29,500 20,000 20,000 69,500

佐那河内村 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 鳥獣害対策報償費 3,270 3,270 3,270 3,270 3,270 16,350

佐那河内村 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 有害鳥獣捕獲事業 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 10,000

石井町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 鳥獣対策事業 436 436 436 436 436 2,180 鳥獣捕獲許可事務費交付金

神山町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 農作物被害対策施設整備補助金 500 500 500 500 500 2,500

神山町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 佐那河内神山地域鳥獣害防止広域対策協議会負担金 100 100 100 100 100 500

神山町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 鳥獣被害緊急総合対策事業※上記協議会会計で実施 24,400 14,000 14,000 14,000 14,000 80,400

板野町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 有害鳥獣駆除対策事業 9,530 1,480 1,480 1,480 1,480 15,450 鳥獣被害緊急対策事業費

上板町 別表第１ 鳥獣害対策推進事業 有害鳥獣駆除事業 500 500 500 500 500 2,500

計
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76,313 48,363 48,363 28,363 28,363 229,765

⑸ その他 年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円） 21,996 32,241 32,241 18,240 18,242 122,960

① 環境保全活動の推進

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 地球温暖化対策推進事業（こどもｴｺﾁｬﾚﾝｼﾞﾉｰﾄの印刷） 120 120 120 120 480

徳島市 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 環境基本計画推進事業（ｴｺｱｸｼｮﾝ21認証取得支援事業） 81 81 81 81 324

徳島市 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 ノーマイカーデー・ライトダウンの実施

徳島市 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 住宅用太陽光発電導入支援事業 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000

勝浦町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 こどもエコチャレンジノートの印刷 18 3 2 1 2 26

勝浦町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 ノーマイカーデー・ライトダウンの実施

勝浦町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 エコアクション21認証取得支援

勝浦町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 環境町民のつどい開催 120 200 200 200 200 920

上勝町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 ノーマイカーデー・ライトダウンの実施

上勝町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 エコアクション21認証取得支援

石井町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 こどもエコチャレンジノートの印刷 18 18 18 18 18 90

石井町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 ノーマイカーデー・ライトダウンの実施

石井町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 エコアクション21認証取得支援

松茂町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 こどもエコチャレンジノートの印刷 32 12 12 12 12 80

松茂町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 エコアクション21認証取得支援

松茂町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 住宅用太陽光発電設備設置補助事業 8,000 8,000 8,000 4,000 4,000 32,000

北島町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 こどもエコチャレンジノートの印刷 15 14 15 15 16 75

北島町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 ノーマイカーデー・ライトダウンの実施

北島町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 エコアクション21認証取得支援

北島町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 緑のカーテン事業（種、資材等） 750 750 750 750 750 3,750

藍住町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 こどもエコチャレンジノートの印刷 24 24 24 24 24 120

藍住町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 ノーマイカーデー・ライトダウンの実施

藍住町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 エコアクション21認証取得支援

藍住町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 街灯のＬＥＤ化による省エネ対策事業 13,000 13,000 13,000 3,000 3,000 45,000

板野町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 こどもエコチャレンジノートの印刷 10 10 10 10 10 50

板野町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 ノーマイカーデー・ライトダウンの実施

板野町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 エコアクション21認証取得支援

上板町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 こどもエコチャレンジノートの印刷 9 9 9 9 9 45

上板町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 ノーマイカーデー・ライトダウンの実施

上板町 別表第１ 地球温暖化対策推進事業 エコアクション21認証取得支援

21,996 32,241 32,241 18,240 18,242 122,960

計

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）
事 業 費（千円）

活用を想定する補助制度等 備考

計
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年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 合計

係る政策分野 事業費（千円） 22,080 17,023 17,008 17,008 17,008 90,127

⑴ 道路等の交通インフラの整備 年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円） 20,000 12,258 12,258 12,258 12,258 69,032

① 圏域内外を結ぶ道路網の整備促進等の連携

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 432 432 432 432 1,728

小松島市 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

勝浦町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

上勝町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

佐那河内村 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

石井町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

神山町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

神山町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 県道改良工事等負担金 20,000 10,000 10,000 10,000 10,000 60,000

松茂町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

北島町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

藍住町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

板野町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

上板町 別表第２ 圏域道路網整備促進等事業 道路整備促進要望活動事業費（仮称） 166 166 166 166 664

20,000 12,258 12,258 12,258 12,258 69,032

年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円） 2,080 4,565 4,550 4,550 4,550 20,295

① 文化・スポーツ交流の推進

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 大会の開催 335 335 335 1,005

徳島市 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 実施競技の選定、実施組織等との調整 30 30 30 30 30 150

徳島市 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 詳細含む最終調整、住民への周知、備品等の購入 1,185 1,185 1,185 1,185 4,740

小松島市 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 大会の開催 50 50 50 150

小松島市 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 詳細含む最終調整、住民への周知、備品等の購入 177 177 177 177 708

上勝町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 大会の開催 5 5 5 15

２ 結びつきやネットワークの強化に

事業概要（連携事業）

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）

⑵ 地域内外の住民との交流・移住促進

市町村
協定項目
第３条

事業名

活用を想定する補助制度等 備考

計

事 業 費（千円）

事 業 費（千円）
活用を想定する補助制度等 備考
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上勝町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 詳細含む最終調整、住民への周知、備品等の購入 18 18 18 18 72

松茂町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 大会の開催 20 20 20 60

松茂町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 詳細含む最終調整、住民への周知、備品等の購入 71 71 71 71 284

北島町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 大会の開催 30 30 30 90

北島町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 詳細含む最終調整、住民への周知、備品等の購入 106 106 106 106 424

藍住町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 大会の開催 40 40 40 120

藍住町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 詳細含む最終調整、住民への周知、備品等の購入 142 142 142 142 568

藍住町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 パークゴルフ大会の開催（備品・景品等の購入） 515 515

板野町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 大会の開催 20 20 20 60

板野町 別表第２ スポーツ大会共同開催事業 詳細含む最終調整、住民への周知、備品等の購入 71 71 71 71 284

30 2,315 2,300 2,300 2,300 9,245

② 就農支援体制の連携強化

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 市民ファーマー育成事業 400 500 500 500 500 2,400

小松島市 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 －

勝浦町 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 －

上勝町 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 －

佐那河内村 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 －

石井町 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 石井町藤の里いきがい農園事業 150 150 150 150 150 750

石井町 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 就農支援体制の連携強化事業 100 100 100 100 400

神山町 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 －

藍住町 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 －

板野町 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 －

上板町 別表第２ 就農支援体制連携強化事業 －

550 750 750 750 750 3,550

③ 移住・長期滞在の推進

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第２ 移住・長期滞在推進事業 －

小松島市 別表第２ 移住・長期滞在推進事業 －

勝浦町 別表第２ 移住・長期滞在推進事業 －

上勝町 別表第２ 移住・長期滞在推進事業 －

佐那河内村 別表第２ 移住・長期滞在推進事業 －

石井町 別表第２ 移住・長期滞在推進事業 －

神山町 別表第２ 移住・長期滞在推進事業 移住交流支援センター委託料 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 7,500 過疎対策事業債

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 7,500

計

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）

事 業 費（千円）
活用を想定する補助制度等 備考

計

事 業 費（千円）
活用を想定する補助制度等 備考

計
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⑶ その他 年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円） 200 200 200 200 800

① 情報システムの共同研究

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第２ 情報システム共同研究事業 －

上勝町 別表第２ 情報システム共同研究事業 情報システム研究費 200 200 200 200 800

松茂町 別表第２ 情報システム共同研究事業 －

北島町 別表第２ 情報システム共同研究事業 －

藍住町 別表第２ 情報システム共同研究事業 －

板野町 別表第２ 情報システム共同研究事業 －

上板町 別表第２ 情報システム共同研究事業 －

200 200 200 200 800

年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 合計

る政策分野 事業費（千円） 14,525 16,325 15,125 15,125 15,125 76,225

年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円） 655 955 955 955 955 4,475

① 圏域内市町村職員の人材育成

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 職員研修費 655 655 655 655 655 3,275

小松島市 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

勝浦町 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

上勝町 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 職員人材育成研修費 300 300 300 300 1,200

佐那河内村 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

石井町 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

神山町 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

松茂町 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

北島町 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

３ 圏域マネジメント能力の強化に係

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）
事 業 費（千円）

活用を想定する補助制度等 備考

計

⑴ 宣言中心市等における人材の育成

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）
事 業 費（千円）

活用を想定する補助制度等 備考
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藍住町 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

板野町 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

上板町 別表第３ 圏域内市町村職員人材育成事業 －

655 955 955 955 955 4,475

⑵ 宣言中心市等における外部から 年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

の行政及び民間人材の確保 事業費（千円） 800 1,200 2,000

① 外部からの人材の確保

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

小松島市 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

勝浦町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

上勝町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

佐那河内村 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

石井町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

神山町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

松茂町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 外部人材による人事評価研修事業 600 1,000 1,600 外部人材の活用に対する財政措置

松茂町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 外部人材によるメンタルヘルス研修事業 200 200 400 外部人材の活用に対する財政措置

北島町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

藍住町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

板野町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

上板町 別表第３ 外部人材共同招へい事業 －

800 1,200 2,000

⑶ その他 年 度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

事業費（千円） 13,070 14,170 14,170 14,170 14,170 69,750

① 圏域内市町村の行政運営機能の強化

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

小松島市 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

勝浦町 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

上勝町 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

佐那河内村 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

石井町 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）

計

計

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）

事 業 費（千円）
活用を想定する補助制度等 備考

事 業 費（千円）
活用を想定する補助制度等 備考
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神山町 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

松茂町 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

北島町 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

藍住町 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

板野町 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

上板町 別表第３ 行政運営研究会開催事業 －

② 地域づくり活動の育成・支援

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

徳島市 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 市民活力開発センター指定管理料 13,070 13,070 13,070 13,070 13,070 65,350

小松島市 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

勝浦町 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

上勝町 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

佐那河内村 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

石井町 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

神山町 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

松茂町 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

北島町 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

藍住町 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

板野町 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

上板町 別表第３ 地域づくり活動団体等育成・支援事業 講座・セミナー参加負担金 100 100 100 100 400

13,070 14,170 14,170 14,170 14,170 69,750

事 業 費（千円）

計

活用を想定する補助制度等 備考

計

市町村
協定項目
第３条

事業名 事業概要（連携事業）
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